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Ⅰ．問題の所在　

本稿のねらいは、中学校社会科地理的分野の「日本の諸地域」学習における「歴史

的背景」の扱いを検討することにある。平成20年告示の現行版中学校学習指導要領（以

下「平成20年版」と略記）に、動態地誌的学習が本格的に登場した。これは、同学習

指導要領解説（以下、「平成20年版解説」と略記）によれば、「地域の特色ある事象を

中核として、それを他の事象を有機的に関連付けて地域的特色を動態的にとらえ」

（p.12）る地誌学習の方法である。「平成20年版」には、中核としての特色ある事象（以

下、中核事象）が 7 つ例示されており、「歴史的背景」もその 1 つに挙げられた。し

かし、令和 3 年度から始まる新しい「平成29年版」のなかでは、「日本の諸地域」学

習における中核事象の具体的な例示は 4 つに削減され、「歴史的背景」は選外となった。

本稿は、こうした状況を踏まえて、地誌学習における「歴史的背景」の重要性を支持

する立場から、冒頭のねらいを追究しようとするものである。

　

中学校社会科の「日本の諸地域」学習における
「歴史的背景」の扱い

三　木　健　詞

要　　約

中学校社会科地理的分野において動態地誌的学習として行われる「日本の諸地域」学習で

「歴史的背景」がどのように扱われているかを検討した。平成29年告示の学習指導要領（「平

成29年版」）では「歴史的背景」が中核事象からはずれたが、記述分析からは依然その重要

性は維持されていることを明らかにした。また現行版と新たな教科書の内容構成などの分

析・考察から、「歴史的背景」の類型や変化に関わる事象の時期傾向、さらには「なぜ」型

の「問い」や変化に関わる資料の掲載数の少なさなどの課題を抽出できた。そのうえで、「平

成29年版」のもとで「歴史的背景」を生かした授業改善の方向性を示し、「歴史的背景」を

関連事象とする関東地方の単元構想を提案した。
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Ⅱ．先行業績と研究の内容・方法　

まず先行業績を確認しておきたい。広く地理と歴史の連携、融合に関しては、これ

までも研究者、現場の教員からの議論や実践が行われてきた（1）。このなかで、山口（2011

ａ）は歴史からの地理へのアプローチの方が優勢だとして、地理教育に歴史的要素を

積極的に導入するよう促した。現場からも小澤が育成すべき能力と地理・歴史の内容

との関わりで先行実践を類型化し（2018）、「日本の諸地域」学習の地歴連携授業を報

告している（2019）。

動態地誌的学習、中核事象の取り上げ方については、中條ら（2014）が教科書記述

にも触れて授業構想を想定しながら実践上の課題を整理した。とくに中核事象に基づ

くテーマ設定と他事象の関連性の理解、その関連性を見出す資料の提示を課題として

挙げたのは首肯できる。他方で、下池（2016）は、動態地誌的学習の実践を困難にさ

せる「単元を貫く問い」に着目し、中核事象に応じて「なぜ」「どのように」の 2 系

統の問いを設定することの有効性を説いた。この提案もまた、動態地誌的学習の成否

にかかわる論点を示している。

「歴史的背景」を中核事象とする実践については、「九州地方」や「近畿地方」で行っ

た小澤実践（前掲、2019）のほか、山口が「近畿地方」（2011ｂ）や「東北地方」（2017）

を例に提案した授業構想がある。山口の考え方は、空間的状況との関わりのなかで時

間的推移を長く設定している点で、後述する学習指導要領の「歴史的背景」のとらえ

方とは異なる。また伊藤（2018）は、社会的問題解決的有用性の観点から「琵琶湖疎

水」の授業構想を提案する。「平成29年版」の「地域の在り方」と関連付けた構想に

もつながる提案だが、自身も認めるように、「歴史的背景」を近畿地方の中核事象と

して設定する方略が求められる。

本稿では,�これらの先行業績に学びつつ、研究の内容・方法を次のように設定した。

⑴　「日本の諸地域」学習における「歴史的背景」の位置づけを、現行の「平成20

年版」と新しい「平成29年版」の記述から明らかにする。

⑵　「日本の諸地域」学習における「歴史的背景」の扱いについて、「平成20年版」「平

成29年版」教科書（2）（以下、現、新と略記）に記述された内容、問い、掲載資料

の傾向を比較・分析し、授業実践の可能性を考察する。

⑶　以上を踏まえて、「日本の諸地域」学習において「歴史的背景」を関連事象と

して位置付けた授業構想を提案する。

このように、「平成29年版」の完全実施を前にして、発表された新しい教科書（見

本本）を調査対象に取り入れて検討する点に特徴がある。教科の主たる教材である教

科書は、近年、 1 時間の授業を想定して本文、学習課題（問い）、資料、考察の視点

やまとめの活動などが見開きページに配され、教授学習支援機能が強化されてきてい
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る。これが学校現場で教科書通りの授業実践を助長している要因にもなっている。本

稿では、教科書の記述分析を通して、編集の意図を読みとりながら教科書を活かした

授業実践の可能性を考察する。

なお、本稿では「歴史的背景」を、「現代の地域的特色を追究するために必要な歴

史的要素」と定義する。山口（2011ａ）は、歴史的要素を 4 類型に分類し、そのうち

現在における歴史的要素・条件（現在の状況に影響を与えた歴史的要素）と、現在に

至る歴史的変遷が「歴史的背景」に該当する（3）としたが、筆者もこの定義を取り入

れたい。

Ⅲ．「平成20年版」「平成29年版」における「歴史的背景」の位置づけ

学習指導要領に示された「日本の諸地域」における「歴史的背景」にかかわる記述

を、「平成20年版」（現）と「平成29年版」（新）とで比較し、若干の考察を加えたい。

まず表 1 から読みとれることは、以下の 2 点である。①「平成29年版」では、考察の

中核となる項目（中核事象）が 7 つから 5 つ（その他の事象を含む）に削減され、「歴

史的背景」がなくなったこと。②「平成29年版」の「内容の取扱い」では、「地域の

考察」に「歴史的な背景」を「踏まえた視点に留意する」とあり、「歴史的な背景」

はどの地域の考察にも関連付けるとされたこと。

これに加えて、「平成29年版解説」からは次の 3 点が読みとれる。③「その他の事象」

として、「地域の産業、文化の歴史的背景や開発の歴史」を、「環境問題や環境保全」「生

活・文化」のそれとともに取り上げることはできるが、扱いは任意とされたこと。④

5 つの中核事象を踏まえた考察の仕方が、「平成20年版解説」と同様に、「グローバル

化、都市化、情報化などの社会の変化に対応して、地域の動向や課題を捉えるのに適

した観点である」として設定されたこと。⑤現・新両版の重要な共通点として、「歴

史的背景」を「現代の地域の特色をとらえるうえで必要な範囲において取り上げるよ

う」に限定していること。

以上からは、「歴史的背景」が必須の中核事象ではなくなり、二歩も三歩も後景に

下がったかの印象を受ける。しかし、筆者は「日本の諸地域」学習のなかでの重要性

は低下してはいないと考える。その理由は、「平成29年版」では地域の課題を考察す

る視点がより強調されたことに関わる。「平成29年版」では、「日本の諸地域」学習の

ねらいに地域的特色だけではなく、各地域の課題の理解が加わった（表 1 下線部参照）。

吉田（2016）は「平成20年版」で、課題の考察までを目指す若干の中核事象を学習の

ゴールと定める学習の順次性を指摘したが、「平成29年版」ではすべての中核事象が

同列になる。地域の課題を重視する方針は、最終単元（「Ｃ⑷地域の在り方」）を、「地

域の在り方」を構想する学習で締めくくる地理学習の全体にESDの視点が強く反映さ
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表 1 　学習指導要領の「日本の諸地域」に表れた「歴史的背景」
※表中ゴシック体、ゴシック体及び明朝体の下線部は筆者による。

新（平成29年版） 現（平成20年版）

2 　内容
Ｃ　日本の様々な地域

⑴地域調査の手法
⑵日本の地域的特色と地域区分

次の①から④までの項目を･･･分布や地域
などに着目して･･･

①自然環境
②人口
③資源・エネルギーと産業
④交通・通信

⑶日本の諸地域
①から⑤までの考察の仕方を基にして空間

的相互依存作用や地域などに着目して、主題
を設けて課題を追究したり解決したりする活
動を通して、…指導する。

①自然環境を中核とした考察の仕方
②人口や都市・村落を中核とした考察の仕

方
③産業を中核とした考察の仕方
④交通や通信を中核とした考察の仕方
⑤その他の事象を中核とした考察の仕方

アア…日本のそれぞれの地域について、
その地域的特色や地域の課題を理解す
ること。

　イ①から⑤までの考察の仕方で取り上
げた特色ある事象と、それに関連する
他の事象や、そこで生ずる課題を理解
すること。

イア…①から⑤までで扱う中核となる事
象の成立条件を、地域の広がりや地域
内の結び付き、人々の対応などに着目
して、他の事象やそこで生ずる課題と
有機的に関連付けて多面的・多角的に
考察し、表現すること。

⑷地域の在り方
空間的相互依存作用や地域などに着目し

て、課題を追究したり解決したりする活動を
通して、…指導する。

ア　次のような知識を身に付けること。（略）
イ　次のような思考力、判断力、表現力等

を身に付けること。
ア地域の在り方を、地域の結び付きや地

域の変容、持続可能性などに着目し、
そこで見られる地理的な課題について
多面的・多角的に考察し、構想し、表
現すること。

３ 　内容の取扱い
⑵エ　地域の特色や変化を捉えるに当たって

は、歴史的分野との連携を踏まえ、歴史的
背景に留意して地域的特色を追究するよう
工夫するとともに、公民的分野との関連に
も配慮すること。

⑸ウイ　①から④までの考察の仕方は、少な
くとも 1 度は取り扱うこと。

⑸ウウ　地域の考察に当たっては、そこに暮
らす人々の生活・文化、地域の伝統や歴史
的な背景、地域の持続可能な社会づくりを
踏まえた視点に留意すること。

2 　内容
⑵日本の様々な地域

ア　日本の地域構成
イ　世界と比べた日本の地域的特色

世界的視野や日本全体の視野から見た日本
の地域的特色を取り上げ…

ア自然環境　
イ人口
ウ資源・エネルギーと産業
エ地域間の結び付き
ウ　日本の諸地域

…アからキで示した考察の仕方を基にして
地域的特色をとらえさせる。

ア自然環境を中核とした考察
イ歴史的背景を中核とした考察
� �　地域の産業、文化の歴史的背景や開発

の歴史に関する特色ある事柄を中核とし
て、それを国内外の他地域との結び付き
や自然環境などと関連付け、地域の地理
的事象の形成や特色に歴史的背景がかか
わっていることなどについて考える。

ウ産業を中核とした考察
エ環境問題や環境保全を中核とした考察
オ人口や都市・村落を中核とした考察
カ生活・文化を中核とした考察
キ他地域との結び付きを中核とした考察

エ　身近な地域の調査
身近な地域における諸事象を取り上げ、観

察や調査などを行い、…地域の課題を見いだ
し、地域社会の形成に参画しその発展に努力
しようとする態度を養うとともに、･･･地域
の調査を行う際の視点や方法、地理的なまと
め方や発表の方法の基礎を身に付けさせる。

３ 　内容の取扱い
⑵ウ　地域の特色や変化をとらえるに当たっ

ては、歴史的分野との連携を踏まえ、歴史
的背景に留意して地域的特色を追究するよ
う工夫するとともに、公民的分野との関連
にも配慮すること。

⑷ウウ　アからキの考察の仕方については、
学習する地域ごとに一つ選択すること。ま
た、ウの学習全体を通してすべて取り扱う
こと。
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れたことによる。

地域の課題は、「平成29年版解説」に、中核事象に対応して自然災害に応じた防災

対策、過疎・過密問題の解決、産業の振興と環境保全、地域間の結び付きの整備など

が例示されている。そのうえで、これらの課題を考察する各地域の学習が、上記④に

ある「社会の変化に対応して、地域の動向や課題を捉えるのに適し」ているとなれば、

「社会の変化」を空間的広がりだけではなく、時間軸で捉える「歴史的背景」を踏ま

えた視点が一層重要となる。本稿では、「平成29年版」の「日本の諸地域」学習に、「歴

史的背景」を踏まえた視点をどのように生かしていくことができるかを検討していく。

Ⅳ．教科書記述に見る「歴史的背景」の類型と時期区分

本節では、現・新の「日本の諸地域」学習における、各地域の中核事象の取り上げ

方、「歴史的背景」に関わる記述内容を、類型や時期区分から検討する。まず「日本

の諸地域」は、どの教科書も 7 地方区分で分けられている。地方ごとに、地形や気候

を中心に地方を大観するページ、中核事象を中心として事象間の関連を記述していく

メインページが配される構成に変更はない。動態地誌的学習の性格上、漏れる事象や

地方内の地域に関する記述の濃淡はあるが、新ではどの教科書も農業、街並み保存な

どへの言及が入って平準化された。ESDの視点が一層重視されて、地域の課題、在り

方について本文やコラム欄で記述しているのも共通する。

各教科書で取り上げられた中核事象は、表 2 の通りである。現では、 7 地方区分に

各 1 つ中核事象が配分されたが、新では「自然環境」、「産業」、「人口、都市・村落」「交

通・通信」が必須 4 事象になり、複数配置も見られる。配置は、ほぼ 現と同じか親

和性の高い事象を継承している。「その他の事象」の設定は、各社とも東北地方と近

畿地方に集中した。東北地方では 3 社が「生活・文化（伝統文化）」を選んだが、「持

続可能な社会づくり」を選んだ教科書の小見出しも「伝統文化の革新」「災害に強い

地域づくり」などとあまり違いはない。近畿地方では「歴史的背景」が 2 社で継続と

なったが、後述するように内容に大きな変更はない。全体に、新の中核事象には現と

の継続性を重視する傾向が窺える。

次に、近畿地方で「歴史的背景」を中核事象とした 2 社（教出、日文）の教科書の

内容構成や記述項目を分析する。表 3 でも明らかなように、教科書は「歴史的背景」

の記述の中心に、京都・大阪という歴史的都市を据えている。歴史的伝統から特徴的

な伝統産業を含む生活・文化の事象、さらに近代に入って阪神工業地帯の発展、中心

市街と郊外、都市圏の形成といった産業、人口・都市に関わる事象を関連付けている。

もう 1 社（日文）は、奈良・神戸、琵琶湖の環境汚染とその対策の歴史も扱っている

が、基本軸は共通している。
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近畿地方のこうした記述内容は、山口（前掲、2011ａ）の見解に従えば、「歴史的

背景」の 2 類型を含んでいる。すなわち、碁盤目状の都市区画や京町屋の景観、伝統

工芸などは現在における歴史的要素・条件に、近代以降の工業的発展や郊外・都市圏

の形成などは現在に至る歴史的変遷に分類される。とくに前者は、都市の歴史を古代

から経年記述することなく、現在に表れた歴史を読み解く活動を可能にする。　

さらに、前者については、京都に多い寺院の本山や茶道・華道の家元、伝統芸能・

工芸などが都市の文化的中枢管理機能を高め、他地域への影響も強める点（『人文地

理学事典』「都市機能」の項）からも事象の関連付けを広げることができる。他方、

平安京の街路パターンを継承する京都は平安以来の都市というイメージに陥りやす

い。寺院は中世起源が多く、度重なる火事や応仁の乱の戦火などで建て替えられ、京

の町屋に至っては近代の建築であるとの指摘（金田�2012、pp.197-198）は、都市景観

を読みとくうえで重要である。

「平成29年版」では、「歴史的な背景」を中核事象に「関連する他の事象」としてど

の地域（地方）でも用いることが示されている。「歴史的背景」を中核事象として取

り上げていない教科書が登場するなか、新では各地方の「歴史的背景」はどのように

扱われているのか、現との傾向の違いがあるかを検討する。表 4 は、現・新の「歴史

表 2 　各社の教科書で扱われる各地方の中核事象
※�上段に現（平成20年版）、下段に新（平成29年版）の教科書の中核事象を示した。スペースの関係上、以下

の中核事象を次のように略記して掲載した。自然（自然環境）、歴史（歴史的背景）、産業（産業）環境（環
境問題や環境保全）、人口（人口や都市、村落）、生活（生活・文化）、結び付き（他地域との結び付き）、交
通（交通や通信）、伝統文化（伝統文化と地域の変化）、持続可能社会（持続可能な社会づくり）。

東書 教出 帝国 日文

九州地方
環境 環境 自然 環境

自然 自然 自然 自然

中国・四国地方
人口 人口 結び付き 人口

交通 人口 交通 人口

近畿地方
歴史 歴史 環境 歴史

人口 歴史 環境 歴史

中部地方
産業 産業 産業 産業

産業 産業 産業 産業

関東地方
結び付き 結び付き 人口 結び付き

交通 交通 人口 交通

東北地方
生活 生活 生活 生活

生活 伝統文化 生活 持続可能社会

北海道地方
自然 自然 歴史 自然

自然 自然と関連する
産業

自然 自然
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的背景」に関わる事象のうち、掲載が複数社の教科書にみられたものを年表形式の一

覧に整理した。新で追加された掲載項目のうち、最近の豪雨や冷害被害については年

代が明示されていても対象から除外した。

調査から定量的に明らかになった点は以下の通りである。①「歴史的背景」に関わ

る事象は現では87か所だが、新では73か所とやや減少している。②掲載箇所は古都京

都・奈良、各地方の城下町を起源とする中核都市、琉球王国を除く（表４には掲載な

し）とほとんどが第二次世界大戦後に該当し、現・新に違いはない。③地方により掲

載数に多少差があり、近畿地方の項目数は多い。新では関東地方と東北地方がやや減

少している。

以上からは、「歴史的背景」に関わる事象は、それを中核事象にしなくても各地方

表 3 　「歴史的背景」を中核とする近畿地方を扱った教科書（教出）の内容構成
【凡例】　◎：学習課題　［　］：小見出し

新 現

1 ．歴史に育まれた地域
◎�近畿地方には歴史的背景からみてどのような

地域の特色が見られるのでしょうか。
［都としての長い歴史］［豊かな歴史をはぐくん
だ条件］［多様な自然環境］

1 ．歴史に育まれた地域
◎�近畿地方にはどのような歴史的特色がみられ

るのでしょうか。
［都としての長い歴史］［歴史をはぐくんだ条件］
［多様な自然環境］

2 ．京都の街並みと伝統文化〜古都の景観保全

◎�京都では古い景観を保全するためにどのよう
な取り組みが行われているのでしょうか。

［碁盤の目のような街並み］［歴史的街並みの変
化］［歴史的景観を守る］

2 �．京都の街並みと景観保全〜古都のまちづく
り

◎�京都では景観保全のためにどのような取り組
みが行われているのでしょうか。

［条坊制の街並み］［歴史的町並みの変化］［歴
史的景観を守る］

3 �．阪神工業地帯の発展と今後〜特色ある工業
の歩み

◎�かつての日本最大の工業地帯はどのように発
展し、今どのような課題を抱えているので
しょうか。

［かつての最大の工業地帯］［地域に集まる中小
企業］［臨海部の変化］

3 ．阪神工業地帯の発展と課題〜工業の歩み

◎�近畿地方の工業はどのような歴史的発展をと
げ、どのような課題を抱えているのでしょう
か。

［かつての日本最大の工業地帯］［多い中小企業］
［大阪湾の再開発］

4 �．都市の成り立ちと広がり〜京阪神大都市圏
の特色

◎近畿地方の人口が集中する大都市はどのよう
な歴史的発展をとげてきたのでしょうか。

［三つの中心都市］［鉄道で広がる大都市圏］［外
国とのつながり］

4 �．商業のまち�大阪の変化

◎近畿地方の経済はどのような歴史的発展をと
げてきたのでしょうか。

［天下の台所］［大阪経済の占める地位］［大阪
経済の復権をめざして］

5 ．琵琶湖の水の利用と環境〜開発と環境保全
の歩み
◎�琵琶湖はこれまでどのような開発と環境保全

の動きがあったのでしょうか。
［日本一の湖］［琵琶湖の水の利用］［琵琶湖の
環境汚染］［琵琶湖を守れ！］

5 ．琵琶湖の水の利用と環境〜開発と環境保全

◎�琵琶湖はこれまでどのような開発と環境保全
の動きがあったのでしょうか。

［日本一の湖］［琵琶湖の水を利用する］［琵琶
湖を守れ！］
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の記述に見られることが分かる。また、掲載箇所が第二次世界大戦後に集中している

点は、「歴史的背景」を現在と直接関わる事象に限定するとした学習指導要領の趣旨

を反映していると考えられる。関東地方と東北地方の掲載箇所がやや減少している要

因としては、工場のアジア移転の背後にある国際情勢の変化、個別具体的な出来事な

どの記述が削除されたことが挙げられる。ただ、後述する 1 点を除けば、掲載箇所の

減少は全体の傾向とは言い難い。近畿地方で「歴史的背景」を中核事象からはずした

教科書も、古都京都の記述は削減したが、「人口、都市」に関わる歴史的事象を追加

しており、現・新に大きな差はないといえる。

次に、定性的には現・新に共通して次の点が明らかになった。①古都京都・奈良と

ともに、各地方の城下町を核に発展した地方都市の歴史的伝統を文化、産業などと関

連付ける記述がある。②戦後の諸事象は、立地条件を生かしながらも、産業（農漁業・

工業・情報）構造の変化、人口移動（都市化）や交通網の整備などの変化と関連付け

て記述されている。

再び山口の類型を援用すれば、上記の①は現在における歴史的要素・条件、②は現

在に至る歴史的変遷ととらえることができる。①の例は城下町に限らない。教科書に

記述はないが、例えば北九州工業地帯の戦後の発展には、工業立地の条件を生かしつ

つ明治維新以来の近代化政策の下で工業化を推進してきた歴史的伝統がある（菊池編�

2011、p.25）。ユネスコ世界遺産に2015年に登録された「明治日本の産業遺産」は有

効な教材となりうる。

②については、表 4 で筆者が時期区分したように、各地方の諸事象の「歴史的背景」

には、高度経済成長（人口・産業の大都市集中化）、国土開発計画（新幹線・高速道

路網の整備を定めた新全総など）、グローバル化などの国際情勢の変化といった地方

をこえた国内外の変化や政策誘導がある。この点で、現では京浜・京葉工業地帯の発

展に関連して、明治以来の工業立地、第二次世界大戦後、1960年代と本文に明記して

いたのに、新でこれらを削除した記述が 1 点あったことは注視すべきである。今後も、

「歴史的背景」を意識して取り上げ、日本や世界の動きの変化と関連付けてとらえさ

せる指導が重要と考える。また、「日本の諸地域」学習は、社会科歴史的分野では第

3 学年に設定される戦後史学習に先行して行われるため、歴史的分野との連携を一層

考慮する必要もある。

Ⅴ．教科書に見る「問い」の設定と資料の選定

本節では、「平成29年版」の授業改善で一層重視される「問い」の設定と資料の選

定について、現・新に記載されたそれらの傾向を分析し、授業改善に資する方向性を

考察する。
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「問い」については、「平成29年版」では、課題追究・解決学習を充実するために毎

時の「問い」のほかに単元を貫く「問い」の設定を重視している。そこで、各地方の

地域的特色をとらえる「問い」の設定と「歴史的背景」の取り上げ方を検討する。な

お、本稿では、国立教育政策研究所の資料（2020、p.37）により（4）日本の各地方を単

元ととらえる。

社会科授業における代表的な「問い」には、「なぜ」型と「どのように」型があるが、

原田は個別的事象の総合・概括を問う「どのように」型に対して、諸事象間の関係を

問う「なぜ」型の意義を強調する（2018、pp.38-39）。氏の分類を援用すれば、動態

地誌的学習における単元を貫く「問い」は、中核事象に着目して因果関係を追究して

いく学習過程を組織することから「なぜ」型が有効であるといえる。片上は、動態地

誌的学習を通じてとらえられる各地方の地域的特色を、所与のものではなく、生徒が

諸「事象を関連づけて価値づけ・意味づけし、主体的に構築するもの」（2013、p.46）

と説くが、目指したい方向である。

現・新における「問い」の記述・配列を調べると次の傾向が読みとれる。①毎時の

授業を想定した見開きページには「学習課題」といった「問い」が 現・新いずれの

教科書にも設定されているが、各地方の「追究課題」といった単元を貫く「問い」は

新で増加した（現：東書、新：東書、帝国、日文）。②「学習課題」「追究課題」では、

現・新問わず「なぜ」型の「問い」は少なく、「どのように」型の「問い」がきわめ

て多い。

教科書の「学習課題」をもとにした毎時の「問い」はすでに定着しているが、「追

究課題」の新たな設定は今回の改訂を受けて各社が対応したと思われる。他方で、「問

い」の大勢が「どのように」型となっているのは、全国の中学校を販路とする教科書

が、記述的説明を網羅しやすい構成を捨てきれない事情も考えられる。動態地誌的学

習に意欲的に取り組もうとする現場の教員からは、教科書の使いづらさが指摘される

所以である。

次に、 2 つの「問い」を中核事象と関連付けて検討する。下池（前掲、2016）は、

「なぜ」型の「問い」（氏は「なぜ」疑問、と表記）が「自然環境」や「歴史的背景」

には適合しないと主張する。「この事象がこの地域にみられるのはなぜか」という「問

い」は、その中核事象がその地域にみられる結果に対する原因を問う。「中部地方で

工業・農業生産額が高いのはなぜか」といった「産業」には当てはまる。しかし、「歴

史的背景」として「北海道地方に大規模な区画の農地や碁盤目状の市街地がみられる

のはなぜか」を問う場合、「歴史的背景」は結果ではなく、この地域にこうした景観

が見られる原因（北海道開拓など）になる。「歴史的背景」を中核事象とする場合には、

「碁盤目状の市街地、独自の伝統文化などがどのように形成されたのか（この地域の

人々の生活や産業にどのような影響・変化をもたらしたのか）」といった「どのように」
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型の「問い」が適しているというのである。

氏が主張するように、中核事象としての「歴史的背景」には「どのように」型で追

究する方略が有効とするのは理解できる。しかし「歴史的背景」について「平成20年

版解説」は、「地域を特色付ける産業や文化が形成された歴史的背景や開発の歴史に

関する特色ある事柄に着目し、それを中核として地域的特色をとらえさせる」と示し

表 5 　教科書（東書）に見られる追究課題と関連事項
※下線部分は中核事象を示す（筆者）。

新（「平成29年版」） 現（「平成20年版」）
追究課題 主な関連事項 主な関連事項 追究課題

九州地方で、自然環境の
影響を受けつつ産業や生
活・文化が発達してきた
のはなぜでしょうか。

火山、水害、環境に
応じた農業、沖縄の
観光公害、エコタウ
ン

火山、水害、さんご
礁、工業化公害、エ
コタウン

九州地方で、環境を守る
ための取り組みが見られ
るのはなぜでしょうか。

中国・四国地方では、な
ぜ交通・通信網が重要な
役割を果たしているので
しょうか。

交通網と移動の変
化、工業地域、農水
産物の全国出荷、町
お こ し、 地 域 に 来
訪・世界に発信

瀬戸内の人口集中、
広島市
高齢化、町おこし、
交通網

中国・四国地方の都市や
農村で見られる問題や変
化はなぜ生じているので
しょうか。

近畿地方では、なぜ都市
や農村の姿が変化してき
たのでしょうか。

大阪大都市圏
ニュータウン
都市再開発と歴史的
町並み
農村の変化

古都、伝統工芸世界
遺産、商業都市大阪
と郊外、ニュータウ
ン

近畿地方で、現在見られ
る特色ある都市や産業が
発達してきたのはなぜで
しょうか。

（歴史的背景：明記され
ず）

中部地方では、なぜ各地
に個性豊かな産業が発達
しているのでしょうか。

東海の産業（工業・
施設園芸）、中央高
地 の 産 業（ 高 原 野
菜・精密機械）、北
陸の産業

東海の工業、北陸の
伝統産業中央高地の
農業、世界との結び
付き

中部地方の三つの地域
で、それぞれの特色ある
産業が発達しているのは
なぜでしょうか。

関東地方には、なぜ他地
域との強い結び付きが見
られるのでしょうか。

（交通・通信：明記され
ず）

世界と結び付く東
京、東京大都市圏、
通勤・通学圏、観光
産業、東京湾岸と北
関東の工業地域

首都東京、通勤通学
圏の拡大
東京湾岸・北関東の
工業地域、各地の農
業地域、世界の窓口

関東地方で、他地域との
強い結び付きが見られる
のはなぜでしょうか。

東北地方には、なぜ伝統
的な生活・文化を守り継
承する動きが見られるの
でしょうか。

祭りや年中行事とそ
の変化
伝統工芸とその変
化、過去の継承と未
来への社会づくり

民俗行事と夏祭り・
食文化、伝統工芸と
新たな産業、教訓の
継承

東北地方で伝統的な生
活・文化が生まれ、それ
が継承されてきたのはな
ぜでしょうか。

北海道地方は、なぜ多く
の農産物を出荷し、また
多くの観光客が訪れるの
でしょうか。

（自然環境：明記されず）

自然の制約に適応・
乗り越える、地域の
資源を活用した製造
業、観光業
地域の発展と環境保
全

自然の制約への適
応、稲作・畑作・酪
農、観光産業

北海道地方で、自然環境
を生かした産業や生活・
文化が発達してきたのは
なぜでしょうか。
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ている。前半部の「地域を特色付ける産業や文化」を伝統的な産業や文化ととらえれ

ば、「なぜこの地域で伝統的な産業や文化が見られるか」という「問い」は可能である。

また後半部の「開発の歴史」についても、現前の大規模な区画の農地を過去の歴史的

要素が見られる景観（5）ととらえれば、「なぜ」型の「問い」は成り立つのではないか。

表 5 は、現・新ともに「なぜ」型の「問い」を「追究課題」としている唯一の教科

書の「問い」を一覧にしたものである。「歴史的背景」は現の近畿地方で取り上げら

れている。確かに「歴史的背景」は、「産業」「交通」「結び付き」などと比較すると、

「問い」の主語としてではなく、「平成20年版解説」のように他事象を伴って表記され

ている。「歴史的背景」を問うとき、様々な他事象に見られるそれが問われていると

いうことができる。この点で、「歴史的背景」は中核事象の関連事象として広く取り

上げることが可能となる。

表 6 は、北海道地方で、「歴史的背景」を現では中核事象として、新では「自然環境」

の関連事象として取り上げた教科書の記述から、内容項目と事象間のつながりを示し

表 6 　現・新教科書（帝国）における「北海道地方」の内容項目と事象間のつながり
（注 1 ）�　太字実線（ ）は現（中核事象は「歴史的背景」）、太字点線（ ）は新（中核事象

は「自然環境」）の教科書を基にしている。
（注 2 ）　表中の斜字体の内容項目は当該教科書には掲載のないものを示す。
（注 3 ）　表中右端の網掛けは、「地域の課題」を示す。斜字体の内容項目は当該教科書には掲載がない。

（江戸中期～明治） アイヌの人口減少北前船
北海道開拓 高度経済成長

1960年代エネルギー革命
グローバル化

1970年代減反政策 国連海洋法条約
［排他的経済水域］

多文化共生多文化共生

歴史

ニシン漁さかん 炭鉱の閉山

小樽・函館の繁栄
［歴史的町なみ］

計画都市・札幌への人口集中
［1972政令指定都市・冬季五輪］

道内の過疎化、少子・高齢化 人口

地域（経済）の
活性化
地域（経済）の
活性化

→　転作も

エコツーリズム
［生態系保全と

観光の両立］
動物による生活被害

エコツーリズム
［生態系保全と

観光の両立］
動物による生活被害

防災体制・防災教育
［地震・噴火］
※コラムに記載

防災体制・防災教育
［地震・噴火］
※コラムに記載

寒さに対応した工夫
（融雪・耐寒住宅）

山脈・火山［噴火］

美しい景色・温泉
［世界自然遺産
　　・国立公園］

オホーツク海・日本海・
太平洋［海流交錯］

亜寒（冷）帯
［夏冷涼、冬降雪多］

道路・鉄道建設
品種改良土地改良（客土）

自然

↓

石狩平野：稲作「ゆめぴりか」など
［有数の米どころ］

十勝平野・根釧台地
　：広大な畑作　　 
　　［じゃがいも・大豆・小麦全国一］

酪農［生乳全国一］ 大量保冷輸送技術

航空路線（中韓・豪）北海道新幹線

観光産業：自然文化観光
　「さっぽろ雪まつり」、スキー
　［東アジア圏の観光客多］

北洋漁業［水産物漁獲全国一］

食品工業［製造額全国一］ 産業

→（衰退）→養殖・栽培漁業も
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ている。現では毎時の「問い」はすべて「どのように」型であり、「追究課題」は設

定されていないが、「北海道では寒冷な自然環境のなかで特色ある産業がどのように

発達してきたのだろうか」といった「問い」が想定される。新では「北海道の寒冷な

自然環境を、人々はどのように生かしたり克服したりして生活してきたのでしょうか」

と明示されている。

現の第 2 時、第 3 時にあたるページの「問い」をみると、「寒さが厳しい北海道で

はいつごろからどのような工夫によって稲作がさかんになったのでしょうか」、「北海

道ではどのような経緯で現在のような畑作や酪農、漁業が行われるようになったので

しょう」となっている。これに対応する新の第 3 時、第 4 時のページでは、「温暖な気

候の下で行われる米作りが寒冷な北海道で盛んに行われているのはなぜだろうか」（6）、

「北海道で畑作や酪農、漁業がさかんになったのはなぜだろうか」と「なぜ」型の「問

い」を設定した。表 6 で内容項目、事象間のつながりを比較すれば、この 2 時間分の

違いはほとんどなく、違いは次時の観光業の発達で小樽・函館を取りあげるか否かと

いった点に留まる。

中核事象が異なるのに扱う事象や内容項目が同じという批判は措くとして、そうで

あれば、現でも「因果関係」を追究する「なぜ」型の「問い」を設定できたのではな

いか。たとえば第 2 時で、「温暖な気候に適した米作りが北海道で広がり、定着でき

たのはなぜだろうか」といった「問い」が提案できる。「因果関係」を追究する「なぜ」

型の「問い」は、変化をとらえ関連付ける「歴史的背景」に有効であると考える。以

上から、中核事象でも関連事象でも「どのように」型の「問い」一辺倒の状況を、生

徒の追究意欲を高める「なぜ」型を取り入れて改善していく必要があり、またそれは

可能であるといえよう。　　

さて、「問い」の設定とともに、課題追究・解決学習の充実に向けて重視されるの

が資料の選定・活用である。もとより授業では、様々な情報源から資料を選定してい

るが、教科書掲載の資料にはどのような傾向が見られるのか。これまでも「歴史的背

景」として変化を示す事象に着目してきたことを踏まえて、変化を読みとる資料が教

科書にどのように見られるかを検討する。変化については、時間に伴う変化は複数の

景観写真の比較やグラフで、空間的広がりも加えた変化は地図などで表される。表 7

では、掲載箇所数の比較的多い 2 社の教科書から資料を抽出し、現・新で比較した。

ここから明らかになったことは以下の通りである。①変化の読みとりを意図した資

料の掲載は全体として少ない。②掲載箇所数は教科書により差はあるが、近畿地方以

西の方が多い傾向がある。以上に現・新の大きな違いはない。③産業や人口に関わる

変化を読みとるグラフが多く、新では観光客数の推移のグラフがどの教科書にも掲載

された。ただ、景観写真や地形図など地図を使った資料は少ない。

まず、各地方で約30点前後、 7 地方で計200点以上の掲載資料があるなかで、変化
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表 7 　教科書に掲載された変化・変遷に関する資料の内容（現・新対照）
（注 1 ）　新、現の後は中核事象（略称）を示す。【凡例】グ：グラフ、写：景観写真
（注 2 ）　表中（　）内で年代を明示していない資料は 3 か所以上の年代区分があるものである。
（注 3 ）　表中の新、現で同一資料が掲載されている場合は、新、現に跨る表示とした。
（注 4 ）　ゴシック体の表示は、新で新たに掲載された資料を示す。

東書 教出
【九州】新 自然 現 環境 【九州】�新 自然 現 環境

グ：沖縄県の観光客数 写：洞海湾（1960,�1988）
グ：北九州工業地域の工業生産の変化（1960,�2015） グ：福岡県の工業生産の変化

（1960,�2013）グ：北九州市のリサイクル率とごみ排出量
写：北九州市の環境の変化（1960年代,�1980年代）

【中国・四国】新 交通 現 人口 【中国・四国】新 人口 現 人口
グ：瀬戸内工業地域の工業生産の変化（1960,�2015） グ：広島市の人口・面積の変化

グ：広島市の人口の移り変わ
り

地図：広島市地形図
グ：大田市の人口の変化

グ：東広島市の人口の移り変
わり

地：市町村別人口増減率の変
化

グ：高知県十和村人口変化 グ：馬路村の人口の変化
地図：岡山・香川の通勤・通学者の変化（1980,�2015） グ：本州・四国間の高速バスの輸送客数の変化
グ：本州・四国間の自動車交
通量

地図：中国・四国地方の交交
通網の変化（1989,�2011）

グ：四国と近畿を結ぶ高速バ
スの本数の変化（1999,�2017）
グ：徳島市の小売業の年間商
品販売額の変化
グ：香川県直島町の観光客数
の移り変わり

【近畿】新 人口 現 歴史 【近畿】新 歴史 現 歴史

グ：大阪市、三田市、東吉野
村の人口の変化

グ：日本の工業地帯・工業地域の生産割合変化
写：大阪駅（周辺）の移り変わり（2005,�17）（2002,�13）

グ：阪神工業地帯の工業生産の変化（1960,�2015） グ：卸売業の各都県の割合

グ：京都市を訪れる観光客の
変化

写：琵琶湖周辺の環境の移り変わり（1973,�2010）
地図：琵琶湖周辺地域の市街地拡大（1976,�2006）

写：千里ニュータウン（1960
年代,�現在）

写：琵琶湖疎水（1904,�2013）
地図：琵琶湖の水質の変化

グ：卸売業の県別割合（1960,�
2014）

グ：京都府和束町の観光客の
変化

【中部】新 産業 現 産業 【中部】新 産業 現 産業
グ：中京工業地帯の工業生産額の移り変わり グ：日本の漁獲量の変化
地図：諏訪盆地の産業の変化
（1919,�2008）
グ：長野県の工業生産額の移
り変わり（1980,�2016）

【関東】新 交通 現 結び付き 【関東】新 交通 現 結び付き
グ：東京を訪れる外国人観光
客の移り変わり

グ： 製 造 品 出 荷 額 の 変 化
（1960,�2013）

地：鉄道に沿って拡大する東京大都市圏の市街地
【東北】新 生活 現 生活 【東北】新 伝統文化 現 生活

グ：東北地方の各県の工業生
産額の移り変わり

グ：東北各県の農業生産構成
の変化（1985,�2017）

グ：南部鉄器の輸出額の移り変わり
【北海道】新 自然 現 自然 【北海道】新 自然 現 自然

グ：北海道の漁獲量の変化 地図：北海道の土地利用の変
化（1850頃,�1985頃）

地：十勝川流域にみる湿原の分布の移り変わり
グ：北海道の海面漁業生産の変化
グ：北海道を訪れる観光客数の推移
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の読みとりを意図した資料の掲載数が表 7 に収まる程度しかない点を強調しておきた

い。そのうえで、掲載箇所が西日本の地方に多い要因としては、近畿地方を「中核事

象」とした教科書の掲載箇所数が多いことが予想される。確かに 1 社（表 7 ：教出）

からは看取できるが、資料の多くが琵琶湖の環境に関するものであり、他事象との関

連付けが十分とは言えない。また他 3 社の教科書は、他地方と比べても掲載箇所数が

多いとはいえない。どの教科書も掲載箇所数が多い中国・四国地方については、中核

事象である「人口」「交通」に関わる人口移動、市町村合併、本四連絡橋など交通網

の整備に伴う変化の情報を示しやすいことが考えられる。その一方で、東日本の各地

方の掲載箇所数が少ない要因やその意図は、明らかにできなかった。

中核事象、関連事象を問わず、変化をとらえる資料の地方間格差の是正は、今後の

改善課題といえる。また中核事象が変わっても掲載資料は変わらない傾向からは、変

化を避ける教科書の継続性がここでも窺える。何よりも、変化の読みとりを意図した

資料の掲載が少ないことは、資料を活用した動態地誌的学習における「歴史的背景」

の扱いがきわめて脆弱な状況を表していると考える。　

さらに、資料の種類として農業生産・工業生産や人口の変化を読みとるグラフが多

いのは了知されるが、都市化、土地利用、環境の変化を読みとる景観写真や地形図の

掲載が少ないのは地域を扱う地誌学習の本旨からして改善が必要と考える。なかには

学習活動に有効な資料も散見される。「広島市の地形図の比較（1898頃,1950頃,2012頃）」

や「鉄道に沿って拡大する東京大都市圏の市街地」（表 7 ：教出）、「千里ニュータウ

ンの景観写真の比較（1960年代,現在）」（表 7 ：東書）などは地理的事象の空間的変

化を読みとる格好の資料となる。またグラフでも「徳島市の小売業の年間商品販売額

の変化」（表 7 ：東書）は、「ストロー現象」に着目して生徒が意外感をもって「問い」

をたてる資料となりうる。現場で生徒が変化を読みとり、「問い」を立てられる学習

活動を想定した資料の選定に向けて今後も改善が必要である。

Ⅵ．「歴史的背景」を生かした授業改善に向けて

学習指導要領から「日本の諸地域」学習における「歴史的背景」の位置づけを確認

したうえで、教科書の内容構成や項目を対象にして分析・考察を行ってきた。その結

果を踏まえて、「平成29年版」に向けた授業改善の方向性として得られた知見を以下

にまとめる。

①　「歴史的背景」の記述は、景観や歴史的伝統に見られる過去の事象、現在に至

る変化に関わる事象に整理でき、時期的には第二次世界大戦後が多い。「歴史的

背景」を授業で扱うには、地方の変化を高度経済成長、国土開発計画の策定、グ

ローバル化などの地方をこえた内外の変化や政策誘導などと関連付けることが必
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要である。

②　単元を貫く中核事象、毎時の関連事象とも「問い」は、ほとんど「どのように」

型である。「歴史的背景」に関わる「問い」は、変化に着目し、因果関係を追究

する「なぜ」型が有効であり、「どのように」型一辺倒からの改善は可能である。

③　「歴史的背景」に関わる変化を読みとる資料を増やし、各地方間でバランスの

とれた選定を行う必要がある。地誌学習ならではの景観写真や地形図から地域の

変化を読みとる活動の充実にむけた資料選定も重要となる。

　　

最後に、以上の知見を踏まえて、資料を活用しながら「歴史的背景」を関連事象と

して位置付けた単元構想の試案を表 8 に示したい。試案では、変化に関わる資料の少

ない関東地方を取り上げ、先行実践（山本　2016、赤坂　2020）（7）を参考にしながら、「人

口、都市・村落」を中核として「歴史的背景」を関連付けた。また単元を貫く「問い」

表 8 　「人口、都市・農村」を中核事象とした関東地方の単元構想
【凡例】　グ：グラフ　写：景観写真　※表中［　］内の資料は関連資料として掲載。

時限 問い 活用する「変化」に関わる資料

第 1 時
関東地方の大観

人口が集中する関東地方はど
のような特色が見られるか。

グ ：関東地方と関東地方以外の人口の変化

単元を貫く問い：なぜ東京大都市圏に人口が集中したのか。またどのような
課題が生じてきたのか。

第 2 時
首都・東京

首都・東京にはなぜ多くの
人々が集まるのか。

地図：�都心と周辺地域を結ぶJRの直通運転・
私鉄の相互乗り入れ（年代別）

グ ：東京を訪れる外国人観光客数の推移

第 3 時
拡大する
東京大都市圏

東京大都市圏の拡大によって
どのような課題が生じたか。

グ ：東京圏への流入・流出人口の比較
地図：東京大都市圏での市街地の拡大
写 ：多摩ニュータウン（1960年代､ 現在）

第 4 時
工業地域の移転と
サービス産業の集中

なぜ工業地域は移転し、ＩＴ
産業は東京に集中したのか。

地図：�地域・自治体別工業出荷額（1960年代、
2000年代）

写 ：�ウォーターフロント（1960年代、90年
代）

地図：�1990年代に工場だった土地の2014年の
土地利用

［地図：都心の放送局やＩＴ企業の所在地］

第 5 時
大都市と結びついた
周辺の農業・山間部
地域

大都市周辺の農業地域と山間
部は、東京大都市圏とどのよ
うに結びついているのか。

地図：�東京中央卸売市場の取引農産物の出荷
先（出荷額：2003、2019）

第 6 時
東京大都市圏のこれ
から

人口が集中する東京大都市圏
でなぜ空き家が増えているの
か。

地図：�東京大都市圏の人口増加率の推移
（1990、2010）

グ ：�東京大都市圏における都心からの距離
別空家数の推移

［資料に関わる参考文献］　菊池編（2011）、菊池・松山編（2020）、久保（2014）、小泉（2015）、
東京都教育委員会（2012）、宮沢（2015）。
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や毎時の「問い」に「なぜ」型を配し、変化に関わる資料を毎時の授業に組み入れた。

この試案の「歴史的背景」に関わる主な事象は、東京大都市圏の形成と不可分の関

係にある高度経済成長である。試案では、単元のまとめで今後の課題として同大都市

圏の空き家問題を取り上げたが、ここで再び高度経済成長を関連付けて考察する場面

を設定した。京浜工業地帯の発展を支えた地方から入超する若年壮年人口は、郊外の

ニュータウンなどに住まいを得て大都市圏の構成員となった。その後東京大都市圏の

産業構造や工業立地の空間構成が変貌するなかで、高度経済成長を支えた若年壮年人

口が高齢化したため、大都市圏の空き家の急速な増加という新たな課題が生じている。

この点で、現在の東京大都市圏は「高度成長期の負の遺産」（広井�2019、pp.97-99）

を負っている。試案では、中学生が高度経済成長と関連付けて課題を認識し、すでに

始まっている行政やNPOなどの試みを情報収集して解決に向けた課題追究ができる

活動で単元を締めてみた。批判を仰ぎたい。

今後は、「歴史的背景」を中核事象や関連事象に位置付けたより具体的な授業設計

を提示していく。その際、「なぜ」型・「どのように」型の「問い」の構造について考

察を深めるとともに、「問い」とも関連する資料の有効性についても検討することを

課題としたい。

＜注＞

（1）� 「社会科教育」2011年 4 月号（NO.624）からの連載「地歴融合　社会科のこれからを考える」、
2017年 4 月号（NO.696）からの連載「時間軸と空間軸で考える！アクティブな地歴連携授
業デザイン」が各12回で最新の動向を紹介している。

（2）� 調査対象の教科書は、「平成20年版」（平成27年 3 月検定済の供給本）、「平成29年版」（令和
2 年 3 月検定済の見本本）いずれも東京書籍（東書）、教育出版（教出）、帝国書院（帝国）、
日本文教出版（日文）の各 4 点である。本文ではカッコ内の略称を使用する。

（3）� 氏は、「歴史的要素」として、他にも歴史の断面（過去）の把握や歴史の地理的解釈を挙げ
ているが、これらは現在に直接影響していないため「歴史的背景」ではないととらえている。

（4）� 同報告書では、評価基準の作成にあたって、学習指導要領の中項目に加えて小項目も単元と
とらえている（2020、p.37）。例えば、中項目「C　日本の様々な地域�⑶日本の諸地域」を構
成する小項目「中国・四国地方」などがそれに該当する。

（5）� 金田（2020、pp.107-113）は、北海道地方の新十津川村に、他村でも同様の方角の農地と散
村からなる景観がなぜ見られるのかを興味深く示している。

（6）� この「問い」は、「温暖な土地に適した作物なのになぜ寒冷な土地で」という複文型の構造
をなしている点で新しい提案になっている。片上（前掲、pp.86-91）も、複文型の発問の重
要性を説く。筆者も今後の検討課題としたい。

（7）� 両氏の報告・論考は帝国書院の教科書をもとにしている。今回の筆者の試案である表 8 も同
教科書の内容構成に依拠した。なお、山本の報告は、「身近な地域の調査」をみすえて関東
地方を「日本の諸地域」学習の最後に位置付け、地図の読みとり活動を豊富に設定した優れ
た実践内容となっている。
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